
【第１号議案】 

2019 年度 事業報告 

１．概況 

 昨年度の国内経済は、引き続き緩やかな回復傾向が続いていましたが、長引く米中貿易

摩擦や中東情勢の海外動向の影響及び 10月の消費増税さらに年明けの新型コロナウイルス

の影響拡大による金融市場の混乱等、景況の下振れリスクが高まり、国内の市場環境は回

復傾向に大きなブレーキをかける状況に陥りました。 

 その様な厳しい市場環境の中、ジュエリー業界も年初からの厳しい業況と消費増税後の

顕著な反動減が見られ、市場の順調な回復にはつながりませんでした。昨年一年間のジュ

エリー小売市場規模は 9,851 億円程度（㈱矢野経済研究所調べ）で前年比約 103％にとどま

りました。その要因としては、米中貿易摩擦と消費増税後の影響及びクリスマス商戦にお

けるギフト需要の低迷によるものと思われます。 

 その様な状況の中、日本ジュエリー協会としましては、前年度より引き続いての「消費

者の信頼向上のための情報開示」「業界活性化対策」「NIPPON の真珠・アコヤ真珠の販売

促進」及び「人材育成策の実施」の 4 項目の重点実施に注力してまいりました。 

 個別の実施状況につきましては以下に詳細を記載しておりますが、上記 4 項目は即日効

果が現れるとは考えておりません。協会としましては、今後とも「地道に」「ブレることな

く」実行し続けていくことが皆様のご期待に沿える近道と考えております。 

今後とも協会に対し温かいご支援ご鞭撻をよろしくお願い申し上げます。 

２．重点施策の実施状況 

2019 年度の重点施策は次の 4 項目としました。その概要について報告します。 

（１）消費者の信頼向上のための情報開示 

2019 年度は昨年度に引き続き消費者庁、国民生活センターへ出向き、情報交換を行

いました。今後も直近の相談事例を取り纏め、全国の消費生活センターとの連携を密に

して、継続的に情報提供を推進していきます。また、2018 年秋頃から国内において「合

成ダイヤモンド」が販売され始めたことを受け、合成ダイヤモンドに対する取扱い意向

及び想定される諸々の課題について、ジュエリー関連企業にアンケート調査を実施しま

した。さらに、消費者の天然ダイヤモンドとの誤認購入防止と消費者の信頼向上のため

の情報開示を積極的に行い、情報の更新・周知に努めました。 

 さらに、WEB サイト「はじめてのパール」を開設、若年層を中心とした消費者向け

のジュエリーの正しい認識を図る活動を推進しました。 

-1-



（２）業界活性化対策 

国内の活性化対策として、若年層を中心とした消費者向け WEB サイト「はじめての

パール」を開設、さらに、ジュエリー全般の認知度向上に向けた当協会公式インスタグ

ラム「Jewellery_Days」を公開し、消費者への情報発信を強化しました。 

また、昨年度同様に、2020 年 3 月開催予定であった香港インターナショナル・ジュエ

リー・ショーにおいて、協会会員の出展企業を取り纏め、小間位置の調整を行い、その

後の 5 月への延期に対しての再出展確認を行いました。 

（３）NIPPON の真珠・アコヤ真珠の販売促進 

真珠の需要喚起のため若年層をターゲットにアコヤ養殖真珠のキャンペーン動画・静

止画像「二十歳の真珠（はたちのパール）」を 2018 年度に制作し、使用期限を 2019 年

6 月としましたが、会員からの要望により使用期限を 1 年延長して店頭での活用促進を

図りました。さらに、販売促進キャンペーン WEB サイト「はじめてのパール」を開設、

若年層への真珠文化の啓発と購入促進をねらい、真珠の選び方やパールジュエリーのコ

ーディネートなどのコラムとパールを扱うデザイナー、クラフトマン、ジュエリーコー

ディネーターなどのインタビューを掲載し真珠の販売促進策を推進しました。 

（４）人材育成策の実施 

 2019 年度も 8 月（5 会場、1 級、2 級、3 級）と 3 月（8 会場、3 級）にジュエリーコ

ーディネーター（JC）検定試験を実施しました。3 月の試験では、金沢地区に試験会場

を設けるなど、より受験しやすい環境づくりを行いました。折からの感染症拡大の状況

を鑑み、再受験制度の適用範囲を拡大する特別措置を講じることで、受験者の健康に配

慮した試験運営を行いました。その結果、3 月試験で受験者数が減少したのは、やむを

得ないことと判断しております。また、試験会場側からの要請で甲府会場の試験を中止

することになりましたが、当該会場の受験予定者には別会場への振り替えや受験料の返

金を行うなどの対応をとりました。さらに、3 級試験にあわせて実施している対策セミ

ナーを全国 2 か所（東京、大阪）から４か所（東京、大阪、名古屋、福岡）に増やし、

セミナー受講の困難な受験者のために対策セミナーの様子を収めた DVD を引き続き販

売するなどのフォローを行うことで JC の受験者拡大を図る対策を講じました。 

 また、技能者育成については、貴金属装身具製作の技能検定学科問題解説集平成 30

年度版を編集・発行し、中央職業能力開発協会主催の技能五輪全国大会開催にあたり、

協会が窓口となり運営に協力しました。さらに、ロシアのカザンにて開催された技能五

輪国際大会において、出場選手の強化訓練や大会事前準備に協会より委員を派遣しまし

た。 

 尚、2019 年度も大会の認知度向上と出場者の増加を目指して、技能五輪全国大会の入

賞者を新年賀詞交歓会の席上で紹介し副賞を授与しました。 

３．各事業別実績報告 

各事業実績の概要は次の通りです。 

【実施事業等会計】 

（１）相談・助言事業 
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 一般消費者・相談員からの相談は全体の約 65％（昨年 約 63％）を占めており、表示

についての内容が最も多く、加工・修理、通販関連の相談が増加傾向でした。非会員を

含む事業者からの相談は約 18％（昨年 約 20％）と、昨年対比で微減となり、事業者か

らの相談の多くは表示方法、各種検査基準等の助言を求める内容でした。また、昨年度

に引き続きお客様相談室での相談事例をまとめたチラシを作成して会員やジュエリーコ

ーディネーター資格者へ送付し、さらに、ジャパンジュエリーフェア（JJF2019）及び

国際宝飾展(IJT2020)会場内の協会広報ブースにて広く配布しました。 

（２）調査・資料収集・広報事業 

① 広報事業

 機関誌「JJA レポート」を年 4 回（第 114 号～第 117 号）発行し、会員への配布を行

い、さらに、定例記者会の実施、日本宝飾記者会とのタイアップ企画としてジュエリー

コーディネーター資格者へのインタビュー記事を掲載、繊研新聞社の会長インタビュー

等のメディア取材対応などの広報活動を行いました。 

 また、2018 年秋頃から国内で販売が開始された合成ダイヤモンドについて、消費者が

ジュエリーを購入する際の合理的な判断を阻害することを防止するために、宝石鑑別団

体協議会、東京ダイヤモンドエクスチェンジクラブ及び日本グロウンダイヤモンド協会

との調整を通じ、2020 年１月 15 日開催の記者会見にて合成ダイヤモンドの呼称・表記

と使用する装身具への刻印ルールをガイドラインとして発表しました。 

② 調査事業

 定期業況調査を年 4 回実施して「JJA 定期業況調査報告」として発行し、会員への配

布を行いました。また、調査機関公表の小売市場規模に分析、説明を加え、「JJA2019

ジュエリー小売市場動向調査」として発行し、会員への配布を行いました。 

③ 国際事業

 2019 年 11 月にバーレーン・マナマで開催された CIBJO 年次総会に 2 名を派遣し、

年次総会終了後に報告会を行いました。年次総会では、合成ダイヤモンドのガイドライ

ン、真珠の呼称、色石ミニガイド WEB 版などについて討議され、真珠の呼称に関して

は、日本真珠振興会、日本真珠輸出組合、日本真珠輸出加工協同組合、宝石鑑別団体協

議会及び当協会にて協議され、次回 CIBJO 総会に向けた日本としての意見をまとめま

した。 

④ 規格事業

 天然ダイヤモンドか合成ダイヤモンドかが鑑別可能であるということは、ダイヤモン

ドに対する消費者信頼の担保となることから、鑑別における現状把握のため、ダイヤモ

ンドの鑑別リサーチを実施しました。 

 また、貴金属品位検査については、海外製品 20 点の応募があり非破壊による品位検査

を実施し、今後は、サンプル数の積み上げによる傾向値の鮮明化に向け、継続実施して

いくこととなりました。 

-3-



【その他 会計】 

（１）資格付与事業 

① 検定事業

 2019 年 8 月にジュエリーコーディネーター検定・第 15 回１級１次Ⅰ部、第 21 回 2

級及び第 39 回 3 級の試験を実施しました。全国 5 会場（東京・大阪・名古屋・福岡・

仙台）で実施し、1 級から 3 級全ての受験者数の合計は 1,003 名（前年 1025 名）とな

りました。 

本年度は 1 級試験で 1 名が合格しました。 

 また、2020 年 3 月のジュエリーコーディネーター検定第 40 回 3 級試験は、全国 8 会

場（札幌・仙台・東京・金沢・名古屋・大阪・広島・福岡）で実施し、出願者数 809 名

（前年 971 名）となりました。 

② 資格者育成事業

 2019 年度は、ジュエリーコーディネーター検定 3 級試験にあわせ、対策セミナーを全

国 4 か所で実施しました。また、対策セミナーの受講が困難な方のために、対策セミナ

ーの内容を収録した DVD を制作し、引き続き販売しました。 

 ジュエリーコーディネーター検定 3 級検定試験対策の通信講座は、産業能率大学へ継

続して委託しております。 

また、資格者育成の取組みの一環として、機関誌「ジュエリーコーディネーター」を

年 4 回発行、配布し、第 6 回となるジュエリーコーディネーター接客コンテストを実施

しました。さらに、本年度からの新たな取組みとしてジュエリーコーディネーター接客

技術養成スクールを開講し、参加申込者 23 名に対して全 4 回構成のセミナーを実施し

ました。販売接客の技術を実践的に学べるセミナー内容で参加者からも好評を博したこ

とから 2020 年度も継続実施することとなりました。 

さらに、資格者へのサービス向上策の一環として、日本真珠振興会とタイアップして

同振興会主催の真珠検定 JA 検定の無料受講キャンペーンに取組み、150 名の資格者が

キャンペーンに申し込みました。 

（２）講座・セミナー・支援事業 

① セミナー事業

 各委員会より提案の講座を取り纏め、JJA 会館にて 7 講座、オーラムにて 1 講座、ジ

ャパンジュエリーフェア（JJF2019）セミナー会場にて 3 講座とパネルディスカッショ

ン及び国際宝飾展（IJT2020）セミナー会場、大阪、福岡にて 1 講座を開催しました。 

② 技能者育成支援事業

 中央職業能力開発協会主催の技能検定、技能五輪全国大会及び技能五輪国際大会にお

いて支援活動を行い、技能検定学科問題解説集平成 30 年度版を編集、発行しました。

また、2019 年 11 月に愛知県で開催された技能五輪全国大会の入賞者を新年賀詞交歓

会の席上で紹介、副賞を授与しました。
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 また、技能者及びジュエリーデザイナー同士の懇親を目的とした「技能者・デザイナ

ー交流会」を昨年度に引き続き開催しました。会場はジャパンジュエリーフェア

（JJF2019）イベントホールにて開催し、昨年度を上回る 74 名が参加しました。 

（３）ビジネス支援事業 

 ① 国内活性化支援事業 

 若年層への真珠文化の啓発と購入の促進を狙いとした販売促進キャンペーン WEB サ

イト「はじめてのパール」を開設、さらに、ジュエリーが身近にある上質な日常を紹介

することで、消費者の購買動機を高めていくことを目的に、若年層の多くが利用する

SNS のひとつであるインスタグラムを開設しました。 

 また、「ジュエリーデー（11 月 11 日）」の認知度向上に向け、「いい夫婦の日（11 月

22 日）」のイベントである「パートナー・オブ・ザ・イヤー」に協賛し、受賞者への副

賞提供をおこないました。 

 さらに、2019 年 8 月に東京ビッグサイトにてジャパンジュエリーフェア（JJF2019）、

2020 年 1 月に東京ビッグサイトにて国際宝飾展（IJT2020）を開催しました。 

 ② 海外ビジネス支援事業 

 2020 年 3 月開催の香港インターナショナル・ジュエリー・ショーにおいて、前年同様

に製品会場（香港コンベンション＆エキシビション・センター）について香港貿易発展

局の協力の下ジャパンパビリオンとして協会会員を取り纏め、小間位置の調整を行いま

した。 

 尚、その後新型コロナウイルスの世界的な感染拡大により、日程が 5 月に延期された

ため、再度出展の意思確認を行いました。 

（４）表彰・コンクール事業 

 ジュエリーデザインアワードとして 16 回目となる「JJA ジュエリーデザインアワー

ド 2019」を実施、日本のジュエリーの発展と我が国固有のジュエリー文化の高揚を目的

に、世界に発信できる作品を広く募集しました。その結果、71 作品 133 点の応募があり、

32 作品 71 点が入賞作品に選ばれました。上位入賞した 10 作品のデザイナーを 2019 年

8 月開催のジャパンジュエリーフェア（JJF2019）会場で表彰し、受賞作品をモデルに

装着させファッションショーで披露しました。 

 また、9 月中旬から 10 月上旬に山梨ジュエリーミュージアムで全入賞作品を、2020

年 1 月開催の国際宝飾展（IJT2020）の会場で上位入賞作品を展示しました。 

（５）その他 事業 

 ① 規格原案回答事業 

 ISO/TC174（ジュエリー）の国際規格について、国際規格回答原案作成に関する業務

を行い、さらに、JIS 規格改正に向けた検討を行いました。 

 ② PL、福祉共済保険事業 

 JJA 会員企業に対し、「JJA 保険・共済制度・新規募集案内」「JJA 動産総合保険契約・
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更新及び新規募集案内」に保険加入メリット文書を同封して発送、加入促進を図りまし

た。 

 ③ 出版事業 

 「ジュエリー用語事典」60 冊、「ジュエリーコーディネーター検定」２級テキストを

383 冊、３級テキストを 1,636 冊、さらに、２級過去問題集を 508 冊、３級過去問題集

を 1,353 冊販売しました。 
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会員の推移状況 
 

    
個人・法人正会員 賛助会員 

会員数 口 数 会員数 

期 首の 会 員 814 1,080 23 

年度中の入会 21 22 0 

年度中の変更 ― △ 4 ― 

年度中の退会 40 41 1 

期 末の 会 員 795 1,057 22 

                      （2020 年 3 月 31 日現在）   
 
 
 

表彰受章者（2019 年度） 

 

西田 良洋（ﾆｼﾀﾞ ﾖｼﾋﾛ）  ニューコーゲイ㈱  卓越した技能者（現代の名工） 
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一般社団法人 日本ジュエリー協会 役員名簿 

2020 年 3 月 31 日現在 

役 職 氏 名 役 職 氏 名 

会 長 

副  会  長 

〃 

専 務 理 事 

常 任 理 事 

〃 

〃 

〃 

〃 

小 山 藤 太 

長 堀  慶 太 

望 月 直 樹 

塚 本  仁 人 

今 西 信 隆 

山 口 純 

加 藤 久 雄 

深 沢 栄 二 

丸 山 雅 史 

理 事 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

監 事 

〃 

青 木 千 秋 

磯 部 速 人 

宇 土 鏡 子 

坂 巻 章 雄 

武 田 尚 久 

田 中  勇 

望 月 尚 

相 原 信 雄 

近 藤  誠 

役 職 氏 名 役 職 氏 名 

顧 問 

〃 

政木 喜三郎 

桑 山 征 洋 

顧 問 

〃 

堀 奉 之 

丸 山 朝 
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【第２号議案】　2019年度決算報告

（単位：円）
当　年　度 前　年　度 増　　　減

Ⅰ．資産の部
１．流動資産

現金預金 307,960,687 282,223,343 25,737,344
未収金 2,302,710 4,103,776 △ 1,801,066
貯蔵品 8,469,250 12,877,929 △ 4,408,679
立替金 0 210,270 △ 210,270
前払費用 147,204 306,000 △ 158,796

流動資産合計 318,879,851 299,721,318 19,158,533
２．固定資産
(1)基本財産 0 0 0
(2)特定資産

退職給付引当資産 4,891,000 4,280,000 611,000
JC事業引当資産 43,465,000 51,367,500 △ 7,902,500
会館修繕積立資産 28,300,000 28,300,000 0

特定資産合計 76,656,000 83,947,500 △ 7,291,500
(3)その他固定資産

土地 275,000,000 275,000,000 0
建物 74,954,408 76,963,011 △ 2,008,603
建物付属設備 2,368,363 3,368,743 △ 1,000,380
構築物 13,652 27,384 △ 13,732
什器備品 555,182 910,473 △ 355,291
ﾏｽﾀｰｽﾄｰﾝ 6,538,285 6,538,285 0
電話加入権 163,296 163,296 0
ソフトウエア 506,553 1,635,840 △ 1,129,287

その他の固定資産合計 360,099,739 364,607,032 △ 4,507,293
固定資産合計 436,755,739 448,554,532 △ 11,798,793

資　 産　 合　 計 755,635,590 748,275,850 7,359,740
Ⅱ．　負債の部
１．流動負債

未払金 221,709 333,117 △ 111,408
前受金 247,000 1,293,000 △ 1,046,000
預り金 725,154 914,583 △ 189,429
仮受金 3,000 0 3,000
未払消費税 1,589,900 1,301,100 288,800

流動負債合計 2,786,763 3,841,800 △ 1,055,037
2．固定負債

長期前受金 43,465,000 51,367,500 △ 7,902,500
退職給付引当金 4,891,000 4,280,000 611,000

固定負債合計 48,356,000 55,647,500 △ 7,291,500
負　債　合　計 51,142,763 59,489,300 △ 8,346,537

Ⅲ.正味財産の部
１．指定正味財産 0 0 0
２．一般正味財産 704,492,827 688,786,550 15,706,277

(うち特定資産への充当額) (76,656,000) (83,947,500) △ 7,291,500
正　味　財　産　合　計 704,492,827 688,786,550 15,706,277
負債及び正味財産合計 755,635,590 748,275,850 7,359,740

 貸　借　対　照　表 
2020年3月31日現在

科　　　　　　目
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（単位：円）
実施事業等会計 その他会計 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ．資産の部
１．流動資産

現金預金 0 302,579,690 5,380,997 0 307,960,687
未収金 0 2,302,710 0 0 2,302,710
貯蔵品 0 8,469,250 0 0 8,469,250
前払費用 0 147,204 0 0 147,204

流動資産合計 0 313,498,854 5,380,997 0 318,879,851
２．固定資産
(1)基本財産 0 0 0
(2)特定資産

退職給付引当資産 0 0 4,891,000 0 4,891,000
JC事業引当資産 0 43,465,000 0 0 43,465,000
会館修繕積立資産 0 0 28,300,000 0 28,300,000

特定資産合計 0 43,465,000 33,191,000 0 76,656,000
(3)その他固定資産

土地 0 0 275,000,000 0 275,000,000
建物 0 0 74,954,408 0 74,954,408
建物付属設備 0 0 2,368,363 0 2,368,363
構築物 0 0 13,652 0 13,652
什器備品 0 0 555,182 0 555,182
ﾏｽﾀｰｽﾄｰﾝ 0 0 6,538,285 0 6,538,285
電話加入権 0 0 163,296 163,296
ソフトウエア 0 0 506,553 0 506,553

0 0 360,099,739 0 360,099,739
固定資産合計 0 43,465,000 393,290,739 0 436,755,739
資　 産　 合　 計 0 356,963,854 398,671,736 0 755,635,590

Ⅱ．　負債の部
１．流動負債

未払金 0 166,918 54,791 0 221,709
前受金 0 247,000 0 247,000
預り金 42,371 175,314 507,469 0 725,154
仮受金 0 3,000 0 3,000
未払消費税 0 0 1,589,900 0 1,589,900

流動負債合計 42,371 592,232 2,152,160 0 2,786,763
2．固定負債

長期前受金 0 43,465,000 0 0 43,465,000
退職給付引当金 0 0 4,891,000 0 4,891,000

固定負債合計 0 43,465,000 4,891,000 0 48,356,000
負　債　合　計 42,371 44,057,232 7,043,160 0 51,142,763

Ⅲ.正味財産の部
１．指定正味財産 0 0 0 0 0
２．一般正味財産 △ 42,371 312,906,622 391,628,576 0 704,492,827

正　味　財　産　合　計 △ 42,371 312,906,622 391,628,576 0 704,492,827
負債及び正味財産合計 0 356,963,854 398,671,736 0 755,635,590

 貸借対照表内訳表 
2020年3月31日現在

科　　　　　　目

その他の固定資産合計
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当年度 前年度 増減額 備　　考
Ⅰ一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

(1) 経常収益
受取入会金 210,000 290,000 △ 80,000
正会員 210,000 290,000 △ 80,000

受取会費 36,267,500 36,980,000 △ 712,500
正会員 31,607,500 32,170,000 △ 562,500
団体会員 0 1,200,000 △ 1,200,000
賛助会員 4,660,000 3,610,000 1,050,000

事業収益 133,597,813 145,286,473 △ 11,688,660
調査・規格事業 9,780 195,480 △ 185,700 パールキャンペーン

資格付与事業 28,751,040 32,756,100 △ 4,005,060 検定･登録収入

人材育成事業 48,194,910 49,302,135 △ 1,107,225 維持会費･通信他

展示会事業 43,600,000 43,200,000 400,000 JJF･IJT
コンクール事業 269,000 278,000 △ 9,000 JA応募料
出版事業 10,371,438 10,724,336 △ 352,898 JCﾃｷｽﾄ･用語事典

物品販売事業 834,714 914,934 △ 80,220 PLシール･図書販売

共済事業 1,045,834 1,229,028 △ 183,194 福祉･PL共済

その他事業 521,097 6,686,460 △ 6,165,363 30周年記念事業

受取負担金 1,575,000 1,190,000 385,000 懇親会収入

雑収益 5,763 5,310 453
経常収益計 171,656,076 183,751,783 △ 12,095,707

(2) 経常費用
事業費 131,609,375 132,866,649 △ 1,257,274
役員報酬 2,716,000 600,000 2,116,000
給料手当 22,531,103 22,326,048 205,055
福利厚生費 4,093,826 3,427,142 666,684
会議費 671,167 2,720,778 △ 2,049,611
旅費交通費 1,341,029 707,233 633,796
通信運搬費 10,081,348 9,607,009 474,339
減価償却費 4,319,759 4,508,693 △ 188,934
消耗什器備品費 126,056 248,618 △ 122,562
消耗品費 5,105,105 6,558,356 △ 1,453,251
修繕費 0 400,032 △ 400,032
印刷製本費 11,733,691 15,331,118 △ 3,597,427
光熱水料費 835,487 802,835 32,652
賃借料 4,940,034 5,054,683 △ 114,649
保険料 1,684,316 1,776,745 △ 92,429
諸謝金 2,060,646 2,161,300 △ 100,654
租税公課 8,764,250 8,322,243 442,007
支払負担金 2,890,588 2,471,913 418,675
委託費 23,140,338 21,900,993 1,239,345
広告費 22,853,953 22,597,221 256,732
新聞図書費 242,184 155,790 86,394
支払手数料 1,264,584 1,071,372 193,212
雑　　費 213,911 116,527 97,384

 正味財産増減計算書 
2019年 4月 1日から2020年 3月31日まで

（単位:円）
科        目
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当年度 前年度 増減額 備　　考
管理費 24,340,424 19,478,421 4,862,003
役員報酬 679,000 150,000 529,000
給料手当 5,632,776 5,581,512 51,264
退職給付費用 3,820,750 640,000 3,180,750
福利厚生費 1,023,457 856,785 166,672
会議費 2,910,156 2,056,464 853,692
旅費交通費 3,254,969 3,191,790 63,179
通信運搬費 390,211 377,936 12,275
減価償却費 783,478 830,712 △ 47,234
消耗什器備品費 31,514 62,154 △ 30,640
消耗品費 196,501 309,904 △ 113,403
修繕費 0 100,008 △ 100,008
印刷製本費 62,064 74,202 △ 12,138
光熱水料費 208,872 200,709 8,163
賃借料 42,940 4,429 38,511
保険料 301,742 302,460 △ 718
諸謝金 1,768,530 1,760,400 8,130
租税公課 2,186,204 2,080,420 105,784
支払負担金 198,340 144,600 53,740
委託費 544,359 520,847 23,512
新聞図書費 40,119 38,948 1,171
支払手数料 213,011 165,604 47,407
雑費 51,431 28,537 22,894

経常費用計 155,949,799 152,345,070 3,604,729
当期経常増減額 15,706,277 31,406,713 △ 15,700,436

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 15,706,277 31,406,713 △ 15,700,436
一般正味財産期首残高 688,786,550 657,379,837 31,406,713
一般正味財産期末残高 704,492,827 688,786,550 15,706,277

Ⅱ指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ正味財産期末残高 704,492,827 688,786,550 15,706,277

科        目
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相談･助言事業 調査･規格事業 小計 能力開発事業 産業活性化事業 その他事業 小計

１．経常増減の部

(1) 経常収益

受取入会金 0 0 0 0 0 0 0 210,000 210,000

受取会費 0 0 0 0 0 0 0 36,267,500 36,267,500

事業収益 0 9,780 9,780 76,945,950 43,869,000 12,773,083 133,588,033 0 133,597,813

受取負担金 0 0 0 0 0 0 0 1,575,000 1,575,000

雑収益 0 0 0 2,549 0 304 2,853 2,910 5,763

経常収益計 0 9,780 9,780 76,948,499 43,869,000 12,773,387 133,590,886 38,055,410 171,656,076

(2) 経常費用

事業費 11,337,182 22,895,366 34,232,548 56,439,199 29,908,619 11,029,009 97,376,827 0 131,609,375

管理費 0 0 0 0 0 0 0 24,340,424 24,340,424

経常費用計 11,337,182 22,895,366 34,232,548 56,439,199 29,908,619 11,029,009 97,376,827 24,340,424 155,949,799

当期経常増減額 △ 11,337,182 △ 22,885,586 △ 34,222,768 20,509,300 13,960,381 1,744,378 36,214,059 13,714,986 15,706,277

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0

他会計振替 34,277,619 32,763,770 33,794,218

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0

他会計振替 50,367,601 50,468,006

0 0 0 0

54,851 18,610,228 △ 2,958,802 15,706,277

△ 97,222 294,296,394 394,587,378 688,786,550

△ 42,371 312,906,622 391,628,576 704,492,827

Ⅱ正味財産期末残高 △ 42,371 312,906,622 391,628,576 704,492,827

 正味財産増減計算書内訳表 

2019年4月1日から2020年3月31日まで

（単位:円）

法人会計 合計
その他会計

一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高

科        目
実施事業等会計

当期一般正味財産増減額

Ⅰ一般正味財産増減の部

２．経常外増減の部

当期経常外増減額
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１．継続事業の前提に関する注記

 継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況は存在していない。

２．重要な会計方針

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

 貯蔵品・・・・移動平均法に基づく原価法

(2)固定資産の減価償却の方法

 有形固定資産・・・・建物は定額法。その他は定率法。耐用年数及び残存価格は法人

    税法に規程する方法と同一基準。

 無形固定資産・・・・定額法。耐用年数及び残存価格は法人税法に規程する方法と同

    一基準。

(3)引当金の計上基準

 退職給付引当金について、職員の期末要支給額を計上している。

(4)消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっている。

３．会計方針の変更

 今年度は特になし。

４．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

退職給付引当資産 4,280,000 3,820,750 3,209,750 4,891,000

ＪＣ事業引当資産 51,367,500 16,332,500 24,235,000 43,465,000

会館修繕積立資産 28,300,000 0 0 28,300,000

合　　　計 83,947,500 20,153,250 27,444,750 76,656,000

５．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高
(うち指定正味
財産からの充当

額）

(うち一般正味
財産からの充当

額）

(うち負債に対
応する額）

特定資産

退職給付引当資産 4,891,000 0 0 (4,891,000)

ＪＣ事業引当資産 43,465,000 0 0 (43,465,000)

会館修繕積立資産 28,300,000 0 (28,300,000) 0

合　　　計 76,656,000 0 (28,300,000) (48,356,000)

 財務諸表に対する注記 

科　　　　目

科　　　　目
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６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

100,430,189 25,475,781 74,954,408

29,569,811 27,201,448 2,368,363

252,000 238,348 13,652

3,028,390 2,473,208 555,182

9,225,144 8,718,591 506,553

142,505,534 64,107,376 78,398,158

７．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりで
ある。

（単位：円）
債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

2,302,710 0 2,302,710

2,302,710 0 2,302,710合　　　　　計

科　　　目

合　　　　　計

建物

建物付属設備

構築物

ソフトウエア

什器備品

未収金

科　　　目
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１．特定資産の明細

(単位：円)

区　分 資産の種類 期首帳簿価格 当期増加額 当期減少額 期末帳簿価額

特定資産 退職給付引当資産 4,280,000 3,820,750 3,209,750 4,891,000

ＪＣ事業引当資産 51,367,500 16,332,500 24,235,000 43,465,000

会館修繕積立資産 28,300,000 0 0 28,300,000

合　計 83,947,500 20,153,250 27,444,750 76,656,000

２．引当金の明細

(単位：円)

目的使用 その他

退職給付引当金 4,280,000 3,820,750 3,209,750 0 4,891,000
合　計 4,280,000 3,820,750 3,209,750 0 4,891,000

期末残高

 附　属　明　細　書 

当期減少額
科　目 期首残高 当期増加額
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予算額 決算額 差異 備　　考
Ⅰ一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

(1) 経常収益
受取入会金 300,000 210,000 △ 90,000
正会員 300,000 210,000 △ 90,000

受取会費 37,280,000 36,267,500 △ 1,012,500
正会員 32,500,000 31,607,500 △ 892,500
賛助会員 4,780,000 4,660,000 △ 120,000

事業収益 130,790,000 133,597,813 2,807,813
調査・規格事業 0 9,780 9,780 パールキャンペーン

資格付与事業 31,220,000 28,751,040 △ 2,468,960 登録･検定収入

人材育成事業 42,980,000 48,194,910 5,214,910 維持会費･通信教育他

展示会事業 43,200,000 43,600,000 400,000 JJF･IJT
コンクール事業 480,000 269,000 △ 211,000 JA応募料
出版事業 10,830,000 10,371,438 △ 458,562 JCﾃｷｽﾄ･過去問

物品販売事業 900,000 834,714 △ 65,286 PLシール･図書販売

共済事業 1,040,000 1,045,834 5,834 福祉･PL共済
その他事業 140,000 521,097 381,097

受取負担金 1,830,000 1,575,000 △ 255,000 懇親会収入
雑収益 0 5,763 5,763
経常収益計 170,200,000 171,656,076 1,456,076

(2) 経常費用
事業費 143,168,000 131,609,375 △ 11,558,625
役員報酬 3,168,000 2,716,000 △ 452,000
給料手当 22,720,000 22,531,103 △ 188,897
福利厚生費 4,216,000 4,093,826 △ 122,174
会議費 620,000 671,167 51,167
旅費交通費 1,900,000 1,341,029 △ 558,971
通信運搬費 10,352,000 10,081,348 △ 270,652
減価償却費 4,240,000 4,319,759 79,759
消耗什器備品費 256,000 126,056 △ 129,944
消耗品費 8,442,000 5,105,105 △ 3,336,895
修繕費 160,000 0 △ 160,000
印刷製本費 10,090,000 11,733,691 1,643,691
光熱水料費 848,000 835,487 △ 12,513
賃借料 4,510,000 4,940,034 430,034
保険料 1,770,000 1,684,316 △ 85,684
諸謝金 2,750,000 2,060,646 △ 689,354
租税公課 8,760,000 8,764,250 4,250
支払負担金 3,112,000 2,890,588 △ 221,412
委託費 25,254,000 23,140,338 △ 2,113,662
広告費 28,700,000 22,853,953 △ 5,846,047
新聞図書費 238,000 242,184 4,184
支払手数料 852,000 1,264,584 412,584
雑　　費 210,000 213,911 3,911

 2019年度　収支計算書 
2019年4月1日から2020年3月31日まで

（単位:円）
科        目
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予算額 決算額 差異 備　　考
管理費 25,682,000 24,340,424 △ 1,341,576
役員報酬 792,000 679,000 △ 113,000
給料手当 5,680,000 5,632,776 △ 47,224
退職給付費用 3,600,000 3,820,750 220,750
福利厚生費 1,054,000 1,023,457 △ 30,543
会議費 3,320,000 2,910,156 △ 409,844
旅費交通費 3,760,000 3,254,969 △ 505,031
通信運搬費 438,000 390,211 △ 47,789
減価償却費 1,060,000 783,478 △ 276,522
消耗什器備品費 64,000 31,514 △ 32,486
消耗品費 338,000 196,501 △ 141,499
修繕費 40,000 0 △ 40,000
印刷製本費 80,000 62,064 △ 17,936
光熱水料費 212,000 208,872 △ 3,128
賃借料 50,000 42,940 △ 7,060
保険料 310,000 301,742 △ 8,258
諸謝金 1,760,000 1,768,530 8,530
租税公課 2,190,000 2,186,204 △ 3,796
支払負担金 148,000 198,340 50,340
委託費 546,000 544,359 △ 1,641
新聞図書費 42,000 40,119 △ 1,881
支払手数料 158,000 213,011 55,011
雑費 40,000 51,431 11,431

経常費用計 168,850,000 155,949,799 △ 12,900,201
当期経常増減額 1,350,000 15,706,277 14,356,277

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
当期一般正味財産増減額 1,350,000 15,706,277 14,356,277
一般正味財産期首残高 688,786,550 688,786,550 0
一般正味財産期末残高 690,136,550 704,492,827 14,356,277

Ⅱ指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ正味財産期末残高 690,136,550 704,492,827 14,356,277

科        目
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2020 年 4 月 15 日 

一般社団法人日本ジュエリー協会 

 会 長   小 山  藤 太 殿 

 

  監事  相原  信雄  印 

 

 監事 近藤   誠   印 

監査報告書 
 

 私たち監事は、当協会の 2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日までの 2019 年度の理事

の職務の執行について監査を行いましたので、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律

第 99 条第 1 項（同法第 197 条において準用する第 99 条第 1 項）（並びに公益社団法人の認

定等に関する法律施行規則第 33 条第 2 項）の規定に基づき本監査報告書を作成し、以下の

とおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

 各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決済書類等を閲覧し、

業務及び財産の状況を調査いたしました。 

 以上の方法によって、当該年度に係る事業報告及びその附属明細書を監査しました。 

 さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該年度に係る計算書類及び

その附属明細書について監査しました。 

 

２．監査の結果 

（１） 事業報告等の監査結果 

   ① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、当協会の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

   ② 理事の職務に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。 

   ③ 内部統制するシステムの整備に関する理事会決議及びその体制下の理事の職務の

執行は、相当であると認めます。 

（２） 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、当協会の財産及び損益の状況をすべて重要な点

において適正に表示しているものと認めます。 

以上 
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公益目的支出計画実施報告書 

実施期間 2019 年度（2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日） 

実績 計画 

1. 公益目的財産額 231,584,561 円 180,455,870 円 

2. 当該事業年度の公益目的収支差額 34,222,768 円 30,626,130 円 

（1） 前事業年度末日の公益目的収支差額 193,880,349 円 245,009,040 円  

（2） 当該事業年度の公益目的支出の額 34,232,548 円 30,626,130 円 

（3） 当該事業年度の実施事業収入の額     9,780 円 0 円 

3. 当該事業年度末日の公益目的財産額 197,361,793 円 149,829,740 円 

4. 計画と実績に乖離がある理由

計画作成時点の見込みを上回った。 

5. 計画上の公益目的支出計画の完了予定事業年度の末日 2025 年 3 月 31 日 
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2020 年 4 月 15 日 

一般社団法人日本ジュエリー協会 

 会 長  小 山  藤 太 殿 

一般社団法人日本ジュエリー協会  

                             監事  相原  信雄  印 

 

監事  近藤   誠  印 

 

 

公益目的支出計画実施報告書に関する監査報告書 
 

 私たち監事は、2019 年 4 月 1 日から 2020 年 3 月 31 日までの事業年度の公益目的支出計

画実施報告書に関する監査をいたしました。その方法及び結果について、次のとおり報告い

たします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

 各監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決済書類等を閲覧し、

業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る公

益目的支出計画実施報告書について検討いたしました。 

  

２．監査結果 

公益目的支出計画実施報告書は、法令及び定款に従い、法人の公益目的支出計画の実施

の状況を正しく示しているものと認めます。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-21-


	01_2019年度通常総会資料20200609
	02_2019年度通常総会資料20200609
	03_2019年度通常総会資料20200609
	04_2019年度通常総会資料20200609
	05_2019年度通常総会資料20200609
	06_2019年度通常総会資料20200609
	07_2019年度通常総会資料20200609
	08_2019年度通常総会資料20200609
	09_2019年度通常総会資料20200609
	10_2019年度通常総会資料20200609
	11_2019年度通常総会資料20200609
	12_2019年度通常総会資料20200609
	13_2019年度通常総会資料20200609
	14_2019年度通常総会資料20200609
	15_2019年度通常総会資料20200609
	16A_2019年度通常総会資料20200609
	16B_2019年度通常総会資料20200609
	17_2019年度通常総会資料20200609
	18_2019年度通常総会資料20200609
	19_2019年度通常総会資料20200609
	20_2019年度通常総会資料20200609
	22_2019年度通常総会資料20200609
	23_2019年度通常総会資料20200609



